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・荒川は、埼玉県・東京都を流域に持つ流路延長173km、流域面積2,940km2の河川である。
・政治・経済の中枢機能を有する首都東京を貫流、流域資産は150兆円に及ぶ。

岩淵基準地点（高水）

凡例

浸水想定区域

都県境

新幹線

高速道路

秋ヶ瀬基準地点（低水）

寄居基準地点（低水）
東京

横浜

荒川流域位置図

さいたま

河岸段丘 (河口から100k) 平地 (河口から35k) 市街地 (河口から10k)

※「荒川総合調査報告書」より作図

横断図

下流部（河口から7.0k付近） 中流部（河口から76.0k付近）

河口からの距離と川幅

河床勾配

横断図（100k地点) 横断図（35k地点)横断図（10k地点)

荒川本川は、中流部に広い高水敷
　（最大で2.5kmの川幅）を有している。

寄居までの上流部は急勾配、寄居から
　秋ヶ瀬までの中流部では緩勾配、秋ヶ
瀬から河口までの下流部（感潮域）で
はほぼレベルの勾配。

流域及び氾濫域の諸元

流域面積（集水面積）：約2,940km2

幹川流路延長：約173km
　　（放水路延長：約22km）
浸水想定区域面積：約1,100km2

浸水想定区域人口：約540万人
流域内人口：約930万人
　　（流域関連市町村人口：約1400万人）
流域人口密度：約3,100人/km2

流域内市区町村：79市区町村

特徴と課題（荒川流域の概要）

上流部
中流部

下流部
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・明治４８年の洪水を踏まえて、翌４４年に「荒川改修計画」を策定。
・たび重なる計画流量以上の洪水の発生や沿川の都市化の進展を踏まえ、昭和４８年に　　
工事実施基本計画を改定。

明治43年8月洪水(台風)
　流量 ：　ー　
　死者・行方不明者 ：　399名
　家屋全・半壊及び流出 ：　18,147戸
　浸水戸数 ：　192,613戸（床上）, 69,982戸（床下）

昭和22年9月洪水(カスリーン台風)
　流量 ：　10,560m3/s(岩淵）
　死者・行方不明者 ：　109名（利根川筋を含む）
　家屋全・半壊及び流出　：　509戸
　浸水戸数 ：　124,896戸（床上） 79,814戸（床下）
　　　　　　　

昭和57年9月洪水(台風18号)
　流量 ：　5,930m3/s(岩淵）
　死者・行方不明者 ：　1名
　浸水戸数 ：　6,931戸（床上）, 12,363戸（床下）

平成11年8月洪水(熱帯低気圧)
　流量 ：　7,650m3/s(岩淵）
　死者・行方不明者 ：　0名
　家屋全・半壊及び流出　：　2戸
　浸水戸数 ：　622戸（床上）, 1,741戸（床下）

明治44年　荒川改修計画（直轄改修着手）
〈計画高水流量〉 ：4,170m3/s　(岩淵)
　(荒川放水路着手）

大正7年　荒川上流改修計画
〈計画高水流量〉 ：5,570m3/s (寄居)

：4,170m3/s (岩淵)
〈中流部遊水効果〉　　　 ：1,400m3/s
　（横堤、流路直線化に着手）

昭和40年　荒川水系工事実施基本計画
〈計画高水流量〉 ：5,570m3/s (寄居)
〈計画高水流量〉 ：4,170m3/s (岩淵)

昭和48年　荒川水系工事実施基本計画　改定
〈基本高水流量〉 ：14,800m3/s (岩淵)　
〈計画高水流量〉 ：7,000m3/s (岩淵)
（計画規模を1/200、隅田川への分派を0m3/sと改訂）

昭和63年　荒川水系工事実施基本計画　改定
〈基本高水流量〉 ：14,800m3/s (岩淵)　
〈計画高水流量〉 ：7,000m3/s (岩淵)
（高規格堤防の位置付け）

平成4年　荒川水系工事実施基本計画　改定
〈基本高水流量〉 ：14,800m3/s (岩淵)　
〈計画高水流量〉 ：7,000m3/s (岩淵)
（本川水位の影響を受ける区間の高規格堤防化の位置付け）

昭和5年　荒川放水路完成

昭和36年　二瀬ダム完成
　目的 ：洪水調節・かんがい・発電
　諸元 ：有効貯水容量　2,180万m3

平成11年　浦山ダム完成
　目的 ：洪水調節・流水の正常な機能の保持・発電・水道
　　　　　　用水・発電
　諸元 ：有効貯水容量　5,600万m3

主な洪水と治水対策

平成16年　荒川第一調節池完成
　目的 ：洪水調節・都市用水
　諸元 ：治水容量　3,900万m3

明治40年8月洪水(台風)
　流量 ：　ー　
　死者・行方不明者 ：　65名
　浸水戸数 ：　64,435戸

平成18年　荒川水系河川整備基本方針　策定
〈基本高水流量〉 ：14,800m3/s (岩淵)　
〈計画高水流量〉 ：7,000m3/s (岩淵)

特徴と課題（治水計画の変遷）
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・計画策定当時に比べ、土地利用は高度化、人口増加の状況から河川整備の必要性は
　ますます高まっている。

事業をめぐる社会経済情勢等の変化

平成10年頃（1999年代）平成10年頃（1999年代）

明治40年頃（1907年代）明治40年頃（1907年代）

昭和30年代（1955年代）昭和30年代（1955年代）

昭和5年頃（1930年代）昭和5年頃（1930年代）

流域関連市区町村人口の推移
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昭和50年　約1,200万人
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出典：国土地理院「1/50,000地形図」より

平成17年　約1,400万人

出典：平成１７年度国勢調査速報集計による値
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事業の必要性（過去の洪水実績）

明治４３年８月洪水 昭和２２年９月　カスリーン台風

発生年 死者・行方不明者数 浸水家屋数 発生年 死者・行方不明者数 浸水家屋数
明治２３年 １６名 ６９，６５０戸 昭和５７年　台風１０号 ２名 ２，３２６戸
明治４０年 ６５名 ６４，４３５戸 昭和５７年　台風１８号 １名 １９，２９４戸
明治４３年 ３９９名 ２６２，５９５戸 平成３年　　台風１８号 － ６，０６９戸
昭和１３年 不明 不明 平成１１年　熱帯低気圧 － ２，３６３戸
昭和１６年 不明 不明 平成１３年　台風１５号 － ２４戸
昭和２２年　カスリーン台風 １０９名 ２０４，７１０戸 平成１６年　台風２２号 － ４０戸
昭和２３年　アイオン台風 不明 不明 平成１６年　台風２３号 － ３９１戸
昭和３３年　狩野川台風 ５名 ６３，１５０戸 平成１９年　台風９号 － ５３戸
昭和４９年　台風１６号 ３名 １，３２９戸

埼玉県川越市埼玉県川越市

◎家屋全半壊及び流出：５０９戸　
◎床上浸水：１２４，８９６戸、床下浸水：７９，８１４戸

◎家屋全半壊及び流出：１８，１４７戸　
◎床上浸水：１９２，６１３戸、床下浸水：６９，９８２戸
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堤防未整備部からの
浸水状況
（上尾市平方地先）

荒
川

入
間
川

開平橋

熊谷水位観測所で氾濫危険水位を約８０㎝超過した。

平成１９年９月台風９号　洪水状況

河岸洗堀被災状況 (吉見町一ッ木地先)

平成１１年８月熱帯低気圧　洪水状況

三峯観測所では総雨量498㎜を記録し、熊谷(S41～)・治水
橋(S17～)水位観測所では観測以来最高となる水位を記録。
この洪水では、堤防未整備地区で浸水被害が発生した。

工事中の荒川第一調節池に流入

入間川・小畔川・大谷川・越辺川合流部での浸水状況（川越市・坂戸市）

事業の必要性（近年の洪水実績）

熊谷水位観測所付近

荒川大橋
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事業の必要性（被害想定）

中央防災会議「大規模水害対策に関する専門調査会」（座長：秋草直之　富士通株式会社取締
役相談役）においても、荒川堤防決壊時には大きな被害想定が報告されている。

－氾濫シミュレーション結果－－氾濫シミュレーション結果－

●２００年に１度の発生確率の洪水により、墨
　田区墨田地先で堤防が決壊した場合に死者数
　約２，１０６人（避難率４０％、排水施設が
　稼働したと想定）
●２００年に１度の発生確率の洪水により、北
　区志茂地先で堤防が決壊した場合に１７路線、
　９７駅・延長１４７kmが浸水し、８１駅・延
　長１２１kmでトンネルや駅の改札フロア等の
　部分が水没

　等、大きな被害の想定がされている。

H11.8.29 渋谷駅の浸水状況（渋谷区）

荒川が氾濫した場合に、氾濫濫水が流入する可能性のある地下区間

新宿線

有楽町線

東西線

京葉線

半蔵門線

千代田線

南北線

浅草線

銀座線

つくばエクスプレス
東北・上越新幹線

大江戸線

埼玉高速鉄道

三田線 日比谷線

総武本線

横須賀線

丸の内線

浸水深凡例

-凡例-
防水ゲート

東武伊勢崎線

京成押上線
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完成堤防

暫定堤防
未整備

凡例 ■堤防整備状況■堤防整備状況

治水橋

４２ｋ

岩淵

２０ｋ

熊谷大橋

８０ｋ

花園橋

８９ｋ

隅田川

東
京
湾

入
間
川

・現計画規模での事業開始時（昭和４８年）の堤防整備率は約２１％
・現在（Ｈ１９年度末）は約４７％の整備率

事業の進捗状況（事業着手からの堤防整備状況）

整　備　時　点 完成 暫定 未整備

昭和４８年時堤防整備状況 ２１．４％ １２．７％ ６５．９％

前回事業評価時(平成１５年度) ４０．８％ ３４．１％ ２５．１％

現況(平成１９年度) ４７．４％ ３３．２％ １９．４％

堤防不要
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堤防強化完成状況

新砂地区高規格堤防

平井７丁目地区高規格堤防

舟戸地区高規格堤防

荒川下流部

舟戸地区高規格堤防 新砂地区高規格堤防

平成１５年度以降の主な整備内容

堤防強化

堤防強化

堤防強化

事業の進捗状況（前回評価時以降　荒川下流部）

　　　　　Ｈ１５年度以降完成

荒川下流部
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堤防強化位置

荒川上流部

川
島
町

越辺川

大谷川
排水機場

大谷川合流部改修

大
谷
川

小
畔
川

さいたま築堤事業

完成状況

入間川・越辺川等緊急対策事業

事業の進捗状況（前回評価時以降　荒川上流部・入間川他改修事業）

荒

入

川川

市

川川

越越

市市 荒　

川

荒　

川

さ
い
た
ま
市

さ
い
た
ま
市

羽根倉橋羽根倉橋

上江橋上江橋

川越線橋梁

川

上江橋

間

さいたま市

越

釘無橋

平成１５年度以降の主な整備内容
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荒川水系河川整備計画治水メニュー 【イメージ】

高
麗
川

小
畔
川

入
間
川

入間川

越
辺
川

菅　間

都幾川

開平橋

80km

48km

左岸築堤

右岸築堤
寄　居

羽根倉橋 37km

第１調節池

京成本線荒川橋梁架替
10.67kｍ

岩　淵

熊谷大橋
堤防不要区間

　　　　　 残事業（堤防・護岸）

　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　 残事業（河道掘削）

　　　　　　　　　
　　　　　　　　 残事業（高規格堤防）

　　　　　　　　　残事業（橋梁架替）

　　　　　　　　　　　　完　成

【事業の進捗の見込み】

　堤防整備、河道掘削、横断構造物の改築、高規格堤防に
ついては、複数の地元より毎年要望を受けて順調に進んで
おり、特に大きな支障はない。
　事業の実施にあたっては、引き続き地元との調整を十分
に行い進めていく。

高規格堤防事業（川口地区）

河道浚渫

事業の進捗状況（残事業の内容）

　　京成本線架替事業
四ッ木橋梁架替

JR東北線橋梁架替
22.0km

13.7km

8.7km

西新井橋橋梁架替

JR川越線橋梁

さいたま築堤事業

44km

入間川・越辺川等緊特対策事業
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費用対効果の分析（荒川）

●総便益（Ｂ）：河川改修事業に係わる便益は、洪水氾濫区域における家屋、農作物、公共施
　　　　　　　　設等に想定される被害に対して、年平均被害軽減期待額を「治水経済調査マ
　　　　　　　　ニュアル（案）」に基づき計上した。

●総費用（Ｃ）：河川改修事業に係わる建設費と維持管理費を計上した。

■計算条件

　・評価時点　　：平成２０年

　・整備期間　　：平成２０年から平成１８５年（１６５年）

　・評価対象期間：整備期間＋５０年間

　・資産データ　：平成１７年国勢調査、平成１３年事業所統計

　・河道条件　　：下流部　H18河道（河口～笹目橋）

　　　　　　　　　上流部　H16河道（笹目橋～上流）

　・対象洪水　　：昭和２２年９月カスリーン台風

河川改修事業に要する総費用（Ｃ） 今　回 前回（Ｈ１５）

7,745億円　　　　

683億円　　　　

8,428億円　　　　

①建設費　　　　　　　　　　 　　7,211億円　　　　

②維持管理費　　　　　　　 　　　935億円　　　　

③総費用（①＋②） 8,146億円　　　　

　※１：建設費は、社会的割引率（４％）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定。

　※２：維持管理費は近年５年間の維持管理費の平均を年間にかかる維持管理費として

　　　　評価時点～評価終了まで見込み、河道改修による費用対効果を算定。
11



総便益（Ｂ） 今　回 前回（Ｈ１５）

　　 106,684億円　　　洪水氾濫被害防止効果 　　106,097億円　　　

　※治水施設の整備によって防止し得る被害額（一般資産、農作物等）を便益として算定。

　※施設完成後の評価期間（５０年間）に対し、社会的割引率（４％）を用いて現在価値化を

　　行い算定。

■残存価値　6億円

　※施設については法定耐用年数による減価償却の考え方を用いて、また土地については

　　用地費を対象として、評価期間終了後（整備期間＋５０年後）の現在価値化を行い、

　　残存価値として算定。

■算定結果（費用便益比）

便益の現在価値化の合計＋残存価値
Ｂ／Ｃ　＝

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

106,684＋6
＝　１２．７（１３．０）

7,745+683

12※（　）前回評価時



費用対効果の分析（入間川他支川）

■計算条件

　・評価時点　　：平成２０年

　・整備期間　　：平成２０年から平成８５年（６５年）

　・評価対象期間：整備期間＋５０年間

　・資産データ　：平成１７年国勢調査、平成１３年事業所統計

　・河道条件　　：H16河道（入間川、越辺川、小畔川、高麗川、都幾川）

　・対象洪水　　：昭和２２年９月カスリーン台風

河川改修事業に要する総費用（Ｃ） 今　回 前回（Ｈ１５）

1,501億円　　　　

198億円　　　　

1,699億円　　　　

①建設費　　　　　　　　　　 　　1,297億円　　　　

②維持管理費　　　　　　　 　　　164億円　　　　

③総費用（①＋②） 1,461億円　　　　

　※１：建設費は、社会的割引率（４％）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定。

　※２：維持管理費は近年５年間の維持管理費の平均を年間にかかる維持管理費として

　　　　評価時点～評価終了まで見込み、河道改修による費用対効果を算定。
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総便益（Ｂ） 今　回 前回（Ｈ１５）

　　 6,471億円　　　　洪水氾濫被害防止効果 　　8,730億円　　　　

　※治水施設の整備によって防止し得る被害額（一般資産、農作物等）を便益として算定。

　※施設完成後の評価期間（５０年間）に対し、社会的割引率（４％）を用いて現在価値化を

　　行い算定。

■残存価値　　　33億円

　※施設については法定耐用年数による減価償却の考え方を用いて、また土地については

　　用地費を対象として、評価期間終了後（整備期間＋５０年後）の現在価値化を行い、

　　残存価値として算定。

■算定結果（費用便益比）

便益の現在価値化の合計＋残存価値
Ｂ／Ｃ　＝

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

6,471+33
＝　３．８　（　６．０　）

1,501+198

14※（　）前回評価時



■計算条件

　・評価時点　　：平成２０年

　・整備期間　　：昭和４８年から平成１８５年（２００年）

　・評価対象期間：整備期間＋５０年間

　・資産データ　：平成１７年国勢調査、平成１３年事業所統計

　・河道条件　　：本川　下流部　Ｓ４７河道（河口～笹目橋）

　　　　　　　　　　　　上流部　Ｓ４９河道（笹目橋～上流）

　・対象洪水　　：昭和２２年９月型降雨

河川改修事業に要する総費用（Ｃ） 今　回

①建設費　　　　　　　　　　 　　15,402億円　　　

②維持管理費　　　　　　　 　　　1,655億円　　　

③総費用（①＋②） 17,057億円　　　

費用対効果の分析（荒川　工実着手時からの評価）

　※１：建設費は、社会的割引率（４％）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定。

　※２：維持管理費については、工実着手時点（S48）からH19までは実績の維持管理費とし、

　　　　現時点から評価終了までは近年５年間の維持管理費の平均を年間にかかる維持管理費として

　　　　見込み、河道改修による費用対効果を算定。
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総便益（Ｂ） 今　回

洪水氾濫被害防止効果 　　 489,335億円　　　　

　※治水施設の整備によって防止し得る被害額（一般資産、農作物等）を便益として算定。

　※施設完成後の評価期間（50年間）に対し、社会的割引率（4％）を用いて現在価値化を行い算定。

■残存価値　　　　　2億円

　※施設については法定耐用年数による減価償却の考え方を用いて、また土地については用地費を

　　対象として、評価期間終了後（整備期間＋50年後）の現在価値化を行い、残存価値として算定。

■算定結果（費用便益比）

便益の現在価値化の合計＋残存価値
　Ｂ／Ｃ　＝

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

489,335+2

15,402＋1,655
＝　２８．７
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■計算条件

　・評価時点　　：昭和４８年

　・整備期間　　：昭和４８年から平成８５年（１００年）

　・評価対象期間：整備期間＋５０年間

　・資産データ　：平成１７年国勢調査、平成１３年事業所統計

　・河道条件　　：Ｓ４７河道（入間川、越辺川、小畔川、高麗川、都幾川）

　・対象洪水　　：昭和２２年９月カスリーン台風

河川改修事業に要する総費用（Ｃ） 今　回

①建設費　　　　　　　　　　 　　2,523億円　　　　

②維持管理費　　　　　　　 520億円　　　　

③総費用（①＋②） 3,043億円　　　　

費用対効果の分析（入間川他支川　工実着手時からの評価）

　※１：建設費は、社会的割引率（４％）及びデフレーターを用いて現在価値化を行い費用を算定。

　※２：維持管理費については、工実着手時点からH19までは実績の維持管理費とし、現時点（H20）から

　　　　評価終了までは近年５年間の維持管理費の平均を年間にかかる維持管理費として見込み、

　　　　河道改修による費用対効果を算定。
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総便益（Ｂ） 今　回

洪水氾濫被害防止効果 　　 35,673億円　　　

　※治水施設の整備によって防止し得る被害額（一般資産、農作物等）を便益として算定。

　※施設完成後の評価期間（50年間）に対し、社会的割引率（4％）を用いて現在価値化を行い算定。

■残存価値　　　　 9億円

　※施設については法定耐用年数による減価償却の考え方を用いて、また土地については用地費を対象として、

　　評価期間終了後（整備期間＋50年後）の現在価値化を行い、残存価値として算定。

■算定結果（費用便益比）

便益の現在価値化の合計＋残存価値

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計
Ｂ／Ｃ　＝

＝　１１．７
35,673+9

2,523＋520
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①事業の必要性等に関する視点
　　１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

　　　　 →　荒川の沿川は市街化されており、近年においても氾濫域の人口が増加しており、河川整備の
　　　　　 必要性はますます高まっている。
　　　　　 　よって、引き続き堤防整備、高規格堤防整備、河道掘削、橋梁架替等の必要がある。 　

　　２）事業の投資効果

②事業の進捗状況・事業の進捗の見込みの視点

　　→　現在、事業は順調に進んでおり、今後の実施のめど、進捗の見通しについては、特に大きな支障は　

　　　ない。また、地元からも河川整備の促進の要望を受けている。
　　　　今後も事業実施にあたっては、地元との調整を十分に行い実施する。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

　　→　近年の技術開発の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性や事業手法、施設規　

　　　模等の見直しの可能性を探りながら、今後とも事業を進めていく方針である。

「荒川直轄河川改修事業」　再評価の視点

平成20年度評価時 Ｂ／Ｃ Ｂ（億円） Ｃ（億円）

荒川直轄河川改修事業 １２．７　　　　　　 106,690　 8,428　

入間川他支川改修事業 ３．８　　　　　　 6,504　 1,699　
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　◆　当該事業は、現段階においても、その事業の必要性は変わっておらず、
　　順調な進捗が見込まれることから、引き続き事業を継続することが妥当と
　　考えます。

今後の対応方針（原案）
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